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令和５年７月吉日 

 

「教育資金贈与税非課税措置に関する特約」の 

改定のお知らせ 

 

お客様各位 

 令和５年４月１日の法改正に伴い、「教育資金贈与税非課税措置に関する特約」を令

和５年７月１０日付で改定することとしましたのでお知らせします。 

 改定後の規定は、改定前からお取引いただいているお客様にも適用されますので、あ

らかじめご了承ください。 

 なお、特約の全文につきましては、当金庫ホームページ「規定集」からご確認いただ

けます。 

 

改正前 改正後 

１．特約の適用範囲 

(2)④ 預金者が前号の契約にもとづき平成

２５年５月２２日から令和５年３月３１日

までの間に直系尊属からの贈与により取得

した金銭を、同期間内かつ取得した日から２

か月以内に、預金として預け入れること 

 

１０．非課税拠出額の減少等があった場合の

申告書の提出 

  預金者は、遺留分による減殺の請求等があ

ったことにより、教育資金非課税措置の適用

を受けるものとして教育資金非課税申告書

または追加教育資金非課税申告書に記載さ

れた金額の合計金額（以下「非課税拠出額」

という。）が減少する場合は教育資金非課税

取消申告書を、非課税拠出額がないことにな

った場合は教育資金非課税廃止申告書を、直

ちに提出するものとします。 

 

１１．贈与者が死亡した場合の届出等 

(1) 第１条第２項第４号による預入れから

教育資金管理契約の終了の日までの間に贈

１．特約の適用範囲 

(2)④ 預金者が前号の契約にもとづき平成

２５年５月２２日から令和８年３月３１日

までの間に直系尊属からの贈与により取得

した金銭を、同期間内かつ取得した日から２

か月以内に、預金として預け入れること 

 

１０．非課税拠出額の減少等があった場合の

申告書の提出 

  預金者は、遺留分侵害額の請求等があった

ことにより、教育資金非課税措置の適用を受

けるものとして教育資金非課税申告書また

は追加教育資金非課税申告書に記載された

金額の合計金額（以下「非課税拠出額」とい

う。）が減少する場合は教育資金非課税取消

申告書を、非課税拠出額がないことになった

場合は教育資金非課税廃止申告書を、直ちに

提出するものとします。 

 

１１．贈与者が死亡した場合の届出等 

(1) 第１条第２項第４号による預入れから

教育資金管理契約の終了の日までの間に贈
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与者が死亡した場合において、預金者が当該

贈与者から取得した金銭について、教育資金

非課税措置の適用を受けたことがあるとき

は、その死亡日における管理残額（非課税拠

出額から教育資金支出額を控除した残額）

を、当該預金者が当該贈与者から相続または

遺贈により取得したものとみなします。 た

だし、死亡の日において、以下のいずれかに

該当する場合は適用しません。 

① 当該預金者が２３歳未満である場合 

② 当該預金者が学校等に在学している場合 

③ 当該預金者が教育訓練給付金の支給対象

となる教育訓練を受講している場合 

④ 平成３１年３月３１日以前に贈与により

取得した金銭  

⑤ 平成３１年４月１日以降令和３年３月３

１日までに贈与により取得した金銭の内、当

該贈与者の死亡前３年超に贈与により取得

した金銭 

 

 

 

 

 

 

(2) なお受贈者の方が贈与者の方のお孫さ

まやひ孫さまといった、お子さま以外の直系

卑属の場合、令和３年４月１日以降に贈与に

より取得した金銭については、相続税の２割

加算の対象となります。 

 

１３．終了事由 

  この特約は、普通預金規定にもとづき当金

庫が預金口座を解約する場合のほか、次の事

由の区分に応じ、それぞれに定める日のいず

れか早い日に終了することとします。 

 

(1) 預金者が３０歳に達した日 

  ただし、令和１年７月１日以降に預金者が

３０歳に達する場合は、預金者が３０歳に達

与者が死亡した場合において、預金者が当該

贈与者から取得した金銭について、教育資金

非課税措置の適用を受けたことがあるとき

は、その死亡日における管理残額（非課税拠

出額から教育資金支出額を控除した残額）

を、当該預金者が当該贈与者から相続または

遺贈により取得したものとみなします。ただ

し、死亡の日において、以下のいずれかに該

当する場合は適用しません。 

① 当該預金者が２３歳未満である場合 

② 当該預金者が学校等に在学している場合 

③ 当該預金者が教育訓練給付金の支給対象

となる教育訓練を受講している場合 

④ 平成３１年３月３１日以前に贈与により

取得した金銭  

⑤ 平成３１年４月１日以降令和３年３月３

１日までに贈与により取得した金銭の内、当

該贈与者の死亡前３年超に贈与により取得

した金銭 

   なお、預金者が令和５年４月１日以降に

贈与により取得した金銭については、上記

①、②および③に該当する場合においても、

管理残額を当該預金者が当該贈与者から相

続または遺贈により取得したものとみなす

場合があります。 

(2) (削除)受贈者の方が贈与者の方のお孫

さまやひ孫さまといった、お子さま以外の直

系卑属の場合、令和３年４月１日以降に贈与

により取得した金銭については、相続税の２

割加算の対象となります。 

 

１３．終了事由 

  この特約は、普通預金（決済用普通預金を

含む）規定にもとづき当金庫が預金口座を解

約する場合のほか、次の事由の区分に応じ、

それぞれに定める日のいずれか早い日に終

了することとします。 

① 預金者が３０歳に達した日 

  ただし、令和１年７月１日以降に預金者が

３０歳に達する場合は、預金者が３０歳に達
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した日において以下の①または②のいずれ

かに該当するときは、教育資金管理契約は終

了しないものとし、その達した日の翌日以後

については、その年において以下の①または

②のいずれかに該当する期間がなかった場

合におけるその年の１２月３１日または当

該預金者が４０歳に達する日のいずれか早

い日に教育資金管理契約が終了するものと

する。 

① 当該預金者が学校等に在学している場合 

② 当該預金者が教育訓練給付金の支給対象

となる教育訓練を受講している場合 

(2) 預金者が死亡した日 

(3) この特約に係る預金の額が零となった

場合において預金者と当金庫との間でこの

特約を終了させる合意があり、 この特約が

当該合意にもとづき終了する日 

 

１５．免責条項 

(1) ⑧ 普通預金規定の解約事由その他預金

者の帰責事由により、この特約に係る預金口

座が解約されたこと 

 

した日において以下のＡ．またはＢ．のいず

れかに該当するときは、教育資金管理契約は

終了しないものとし、その達した日の翌日以

後については、その年において以下のＡ．ま

たはＢ．のいずれかに該当する期間がなかっ

た場合におけるその年の１２月３１日また

は当該預金者が４０歳に達する日のいずれ

か早い日に教育資金管理契約が終了するも

のとする。 

Ａ．当該預金者が学校等に在学している場合 

Ｂ．当該預金者が教育訓練給付金の支給対象

となる教育訓練を受講している場合 

② 預金者が死亡した日 

③ この特約に係る預金の額が零となった場

合において預金者と当金庫との間でこの特

約を終了させる合意があり、この特約が当該

合意にもとづき終了する日 

 

１５．免責条項 

(1) ⑧ 普通預金（決済用普通預金を含む）

規定の解約事由その他預金者の帰責事由に

より、この特約に係る預金口座が解約された

こと 

 

 


